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はじめに

本稿の目的は，ひろくアジア諸国の多様な地域

特性に規定される農村工業を通常，プロジェクト

評価に用いられる経済分析，すなわち費用便益分

析によって経済評価する際，二つのか法論上のWI

保を必要とするこ止をインド 2地域のケーススタ

ディから明らかにすることにある。

」 ／）は，投資プロヅュークトの II 1的問数」設定

にかかわる留保であり，二つは，プロジェクトの

投入物と産出物の価額化（valuation）に関するシャ

ドウ・プライスの問題を当該プロジヰクトの市場

特性との｜期連におし、て扱うべきであるとの留保で

ある。そして，以上の二つの留保にもとづいて，

プロジ :r.7ト評価の決定基準を多様な地域経済類

型の枠組のなかで検討する必要のあることを示唆

するの

以下，沼 I節「農村I：業のSBC分析：その枠総j

は，ひろくアジア諸国を念頭に置いて多様な農村

工業の特性を概観し，本稿の課題「社会的費用便

益分析J( social henefi t cost analysι 以下SB C分

析と略称〉の枠組について若干の予備的考察を加え
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る。

つぎに第 II節「農村仁業の経済評価と課題」で

は，ごつの典型的な農村経済類型として（l）ヅラン

郡（SolanDistrict，ヒマラヤ山岳地帯〕および（2）トゥ

ンクール郡（Tuml日ir District，南fンド〉の各農村

地域を選び，それぞれ黙なる経済・社会環境のも

とでの農村工業の経済評f1lliを試み，その SBC分

析の方法論上の限界を明らかにする。このニつの

地域は，後述のスベイシア／レ・リンケージf注1）の

観点からは対!K~的であり，これが農村工業内経済

効果にどのような影響を及ぼすかを判断するうえ

に興味ある材料を示すものと思われる。

本稿の基礎となった事例調査は，筆者が1977～

79年間連 IJI＝都市地域：仁業化1il・画j調査 ／ JOゾェ

クトのコーディネーターとして ESCAPに勤務

中，対象7カ国の実態調査を通じて得たものを主

とし，さらに，同様の問題関心のもと仁実施され

たアジア生産性機構（APO）「農村工業総行振興策j

調査プロジェクトの成呆にもとづいている（注2）。

（注 1〕 Tabe,Noboru，“Planning for Industrial-

ization in Non-Metropolitan Areas: A Dimensional 

Hypothesis 礼rnl New I )ircctions for Spatial Dis-

persal of Ind us tries，＇’ Small Industry Bulletin for 

,4sia and the Pacific (United Nations），首H5｛手，

1978年， 39～49ページ，および同，“Reportof the 

ESCAPドact・Finding l'vli日 ionon Induぉtrialization

in Non l¥:letropolitan Areas，＇’ ESCAP日 Inter・

Governmental Meeting(1978iド3月23～29日，東京）へ

『アジア経済』 XXIV-7 (1983. 7) 



Ⅰ　農村工業のSBC分析：その枠組

j/,¥1:1¥ I，た報告書。なおこ山知；i;,;: (t ’.c J）後次のタイ

iルご出版された。 New llltcrnati,•c Approach 

towa,・d., Integrated Industrialization in Non-

川 et円，politan ,1reas in the ESCAP A/ember 

Countries, INA S喧rie抗告f!PJ，バンコタ， ESCAPa

Cit 2) 京おが ESCAI'に対して1978～79年に提出

し，その佼 INASeries v>,f¥ 2～8υとしと刊行され

f：次 ，.！） JU出占？を参Ji,(1せ上。

I N八 Series;;g 2 ¥), ::.(¥ 2花 Indげ11<:sia:t乙：.－tablish-

川仰1t Oゾl'ilotI》ro巳1

A’Ui'Jうort of Integral，，《IIn‘lu‘写tri‘dization i,, I 

λ＇on-metro／’olitan Are“ぷ． 
INA Series 治；lfJ, ;;g 3 •ui The PhiliJ,J•ines: 

E,tahli.sh11101tο,f Pilot Projects in Akl山 1,

Pala叩 anand S1げ iuaodel Norte in S，ψ，port 

uf lntegrafrd Industrialization in Non-metru-

/•olita11 A n’：as. 

(;'¥Ji¥ sじries:xi ,1 ,; , :fl ，！仏 'f'ft<lil,111.L. l~stahlish

Ill(’，zt rザ l'ilot I’ruj，山 1s i11 Khon Kaen & 

品川g長hlaProvinces i11 S11/>j>ort of Integrated 

/ndustriali2atio11 in Non metro；，円htan 11 reas. 

INA Seriesおらり，江（＼ 5訟 Malaysia: Establish-

Ill仰 tρfl'ilot Proj山 t.1・ in the State of Kedah 

in SuJらportof Integrated Industrialization in 

人＇on-metrojJolitanAreas. 

INA Series ;f, 6 }J，第 6& Sri La11ka: Establish-

111cnt of Pilot Projectぷ i11 Trincomalee & 

l'o!onnaruwa i11 Support of lnt.-grated In-

d11strializatio11 in入＇011-1111,t円，polita11Areas. 

INA Series ;f, 7り，第 7｛主 Uangladi:sh:Estab-

lishment of Pilot Projects in the Rajshahi 

[)ivision in Supj,ort of Integrated Industri-

alization in Non-metropolitan Areas. 

INA Seri田第日り，第 8冶 India:Establishment 

。fPilot Projects in Du ，~宮， Kangra’ Nalanda， 
N吋lgon正la, λHiてza/m1勾 and Sal:ア正rrkantha in 

＆守11／，ρorl of lntegrali'，正f lndu‘、

入1on-111et円Jj)()litan11 rm.s. 

! ; I: If-Tabe, Nohoru %1,,i, .1fo!tij,a,l,ag,, .4ssistance 

for Rural Industries，はL;;•:, Asian Productivity 

Organization，近llJ。

農村エ業プ口ジ J グトの経済評価

I ,R村工業の SBC分析．その枠組

アジア諸国はいま，後進地域の開発と農村雇用

対策の一環として農村工業の役割に注目し，その

振興策会問者し続けている。 A つは，地域開発の

アヅ，， -r lこ代表されるもので，開発戦略として

はイ五i経済空間を視野に入れて都市と農村，工業

と農業の i結節点jをある特定の都市・農村ヒエ

ラ／レキー（urbanhierarchy）のなかに計画的に創り

出そうとする方法である。農村工業はその手段た

り得る。二つは，村落（village）レベルでの経済・

社会活動を擬興すること，すなわち農業および農

業関連産業の台A成を通じて当該後進地域の開発に

i臼る，し、わゆる総合農村開発のア 70リ一千であ

プc,) 0 

ヤずれも地域経済社会を基盤とする小規模農村

工業の集積を目指し，立地条件，資源賦存の有利

性を生かした生産活動を創出しようとする点では

共通した狙いがある。これを農村工業または，農

村仁業化と定義すれば，たしかに多くのアジア誇

[i］ではこのモヂfレに沿って多様な地域産業の展開

が進行していることは否定できなLパ。

しかしながら，このプロセスは，アジア符国の

特定地域レベルで見るかぎり，農村工業搬興の計

闘枠組や政策体系など不分明であるため，しばし

ば地域格差を逆に拡大する結果となる。工業化政

策の対象としての農村工業は，セ地概念‘規模概

デロゲケト・ミックス概念。川、ずれにおいて

ι明線な定義（注1）を与えられてレtci,、ことが基本

的な制約要l}』となり，したがりて， ｛（ct済評価さら

にはプランニングに必要な分析枠組の設定自体を

も困難なものとする（注2〕。
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I. 概念上の予備的考察

そこで，主ずアジア諸同に：！ti尚寸ャる泣村工業の

機能概念を整理L, -J－，，、て SBC分十Iii乙必要な

要素市場，と製品di場の特性を考察する。

(1）立地

農村工；lはきわめて地域的限定をもっ生産活動

左いうことができる。都市・農村ヒ工ラルキーの

構造が産業立地の条件を規定し，当該産業の特t'l:

に大きな影響を及ぼすからであ石。

言うまでもなく，アジア諸国は他の途上地域と

同様， 首座ff!＼市（primatecity）と村涼（villa巨e）を一色

つの阪とする経済空間に特徴／5けられ，その結果

農村工業と呼称、される生産活動は都市と農村の全

く異質の消費需要に支えられた市場構造のうえに

成り ＇）＿［.-）ている。業種としては農産品加工，食料

品，木工家！l，機械ヨモ属，雑貨など農村消費物資

の分野に及ぶ。地域経済との関連では，多くの域

合パザール等流通の中心地が農村工業の原料市場

であり，また製i,h市場でもあるなど，特定の地域

経済に根ざす典型的な農村工業である。

他方，都市・農村1：ヱラル：干ーの発達にともな

い，地方都市あるいは中位都市（int目 mediatelevel 

city）が首座都市と村落の経済的結節点として京要

になり，在来の農村工業がこれc:，立地上の手lj点を

求めて移動する現象が発生する。逆に，首都閣の

既存産業が投資機会を求めて待転する。このよう

な地方都市立地明の農村工業は市場の特性をみる

と原料を都市に依存し，製品市場を畏村あるいは

都市lこ求める，いわゆる消費財産業が多く見られ

る。韓国の場合， 70年代前半までの高度成長期i二

地方都市を中心に多くの都市型産業が発達し，ソ

ウルと釜山を結ぶ3道1.：：.－全国の 61討をi1iめる新し

い企業が集中した（／Jc.3 ＼これらのうち，東南アジ

ア諸国に共通してみられる農村立地の企業は 1割

68 

に満たないと言われ，むし ろ，地方都市を産業立

地内ぺースに｛置く企業が大勢を llJ・めるに至った。

J:J ［：のすす察から、；fi:村工業を立j也概念としてと

らえる場［t，それそれの同の地域経済における市

場溝造との関連{i:11月維にする必要がある。

(2）規熊

東南アジア諸Ii立で；よ、そJL ぞれ'JUc－，た基準の

もとに企業規模の1三分を行なってL、る。

たとえば，フィリピンでは家内工業唱小企業．

決村小企業のド：分を主として資産評和Ii簡のJ,qf,

ケイは資本会または同定資産の某l'r全採汗iすふ

が，これ （， の基準 F言うとこんの農村仁業内平.r':J

労働？？数以10人白（IfをなV、しそれ灯、下の零細！！なもの

が多し、υ イシ I;合llft一J）例外としぐ，アジア0）；王

とんどの［J主では工業統，＼トの対象範[Jljかん農村工業

が除外される結果‘企業規模の実態はl事Jらかでな

いのそれtこもかかわんず，一般的には労働許数が

10人以下の零細企業という特徴をもっと戸ってよ

, ,ZIF 4 l。しかしながら，緯！玉！の事例によると古ff,:i己

:i）立では平均10人の労働者を雇用している。雇用

労働ffでみると、東南アジアと緑［:rJでは著しし、規

慎間格差が存在してL、る。

(3) -fロ/fケト・ミザクス

会村工業はおおむね単純な技術、技能によって

農村消費市場を小心にした生産物を供給するとい

う構造をホ〆》α 技術はHJ：現むあり，｛え／衣ともιわ

れる。：：p」i¥/1は少i店街：・少量"I＇.売に上る伝統工芸 i',7,

A；特徴である。｛也｝j，製品市場が，農村消費1HJJJ

から一部rli~らに瓶外市場i斗せ；大計るに ＂） 1 L，農村

i：業を支える技術・技能の質が重要な要素とな

マ
企〉。

プロダアト・ミ、ソケスの変化は，韓国の事{1ijの

示すところによると，農村工業の！万〔料市場や製品

市場の特性に大きく依存する。



2. SB C分析と建業特性

(1) 農村工業の特性

前節では，農村工業を立地，規模，プロダクト・

ミックスの 3要一本を含む機能概念としてとらえる

とき，要素市場と製品市場の変化に対応して多様

な産業特’附を 1Jずる正如来形態をとるととを示日をし

た。

そこで，いま農村工瀧のSB C分析において留

意すべき産業特件を原料市場と製品市場について

類型化して考察する。第1表は農村工業の原料市

場土製品市場がtlt村，都市、海外にそれぞれ依存

する度合に応じて市場の拡大と統合を示す産業発

展のケースを類型化したものである。

タイプIの特徴は，典！W的な農村立地型の農業

関連産業として，原料を当該地域で調達し，製品

を巧該地域へ供給する市場構造をもっ。

ひろく東南アジア，南アジア諸聞に見られる農

村工業であるが‘最近では、農産物製品の高級化

現象に伴ってパイナサ ・7° Iレ，マンゴーなど缶詰製

品，あるいは木工製品など都市さらに海外にその

市場が拡大すお現象が見じれる。これが，伝統的

な農村工業の変化のー側面である。

タイプHは， JJ；（料を都市に，製品需要を農村お

よび都市に依｛｛ j→る市場構造を特徴とする農村工

業であり，典型q的業種としては家庭生活用品の組

第H復 アジア諸国農村工業の類型

狽 型｜原料市場J 販売市場と製品
... I 一一 I 7麗業関遍品目，；：E産

タイプI：地場｜奥村 l淡村（物加工品，羨村消養
農村工業｜ ｜ l物資 JI". 

タイプE：都1hl祁市｜奥村，！組立産業など労働集
型農村工業1 I /IB,11 l約品u

斗謀議r~－； 1歌l語謀議2言語
WI所） 家者作成。

農村工業プロジェ Pトの経済評価

立など労働集約品目をあげるととができるo

さらに原料を海外に依存するタイプ田は，電気・

電子部品の組立など間際下請の形態をとる生産活

動力主多く見受けられる。

このような類型化は，国単位というより，むし

ろ国の地域単位でさまぎまな市場構造を形成する

可能性を示すものであり，したがって特定地域の

農村工業の経済評価にあたって市場構造の特性を

ト分考慮に入れる必要がある（この兵体例は第E僚

で扱う〉。

(2) SB  C分析の課題

つぎに， SB C分析の手頗として重要なニつの

課題，すなわち，（1）ヅロジェクトの「目的関数J

設定，および国費用・便益のシャドゥ・ブ。ライス

導出にかかわる基本的考え方を示す。

(i）農村工業振興の「毘的関数j

通常，プロジェクト評価は総消費便益を社会的

目的関数として費用・便益の社会的価額が規定さ

れる。したがって，当該プロジェクトは国民経済

の観点で財およびサービスの消費の純フローに貢

献する度合によって評価されることになる。

これはSB C分析の基本的アプローチであり，

本稿第E節のケースもこの立場をとる。しかしな

がら，後述の具体例が示すとおり，多くの場合農

村工業はまさにその地域的限定をもつことから，

当該地域の社会的厚生，しかも非経済ロ的を重視

することになる。すなわち，経済的後進地域に新

しい投資機会を創出し貯蓄動員に貢献すること，

それに伴う新しい投資家・経営者一ーその多くは

地元農民であるが一ーを育成すること，農村社会

に滞留する過剰労働力に雇用機会を与えること，

などが農村工業振興に課せられた重要な目的とな

る。

したがって，経済的効率性の測定に重点を置く
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Ⅱ　農村工業の経済評価と課題

SB C分析は，他の綿密な観察調査によって，非

経済的効果と比較考量されなければならない。こ

れが評価方法上の一つの留保である。

(ii) 労働のシャドウ賃金

農村工業はその立地環I克がきわめて特定化され

た地域農村経済に依存するので，お BC分析にお

いて通常，暗黙の前提となっている，一国経済を

都市と農村の 2部門に分訓するとし、う労働市場の

仮定は必ずしも妥当しない。建材工業に就業する

｜未熟練労働力」の社会的費用寸－ Iなわちシ γドウ

賃金（shadowwage）の概念は，一悶経済全体のそ

れではなく，当該ブoロジェケトの位置するきわめ

て限定された地域での，いわばフ。ロジェクトのパ

ラメーターとして把握されなければならない。後

述の具体例では，＿：－，つの地域の労働市場を実態に

即して検討し，第1次接近としてプロジ広ク卜地

域に隣接する地方都市のrliJ易賃金の同i,＇）；をもっで

当該シャドウ賃金と仮定しているが，それぞれの

地域における農業構造と就業構造が大きく異なる

ので，この「未熟練労働」の機会費用は当然地域

ごとに変わらざるを得なし、。

このこつの修正を SB C分析に加えることが議

要であるというのが，本fi?.iの主要な論点、であるc

（注 1) ひろく i;~村工業企広味J0タ一人兵 して村

治工業（village incl us try），家内工業（cottageindustry), 

農村零細企業（ruralsmall undertakings），伝統工ア、

vr業（traditionalart and craft industry）などがあ

る。各国の実態については「はじめにJの（伐 2）の明

白側諸文献ι参照。

（注2〕 Tabe,Noboru，“Basic Issues, Alternative 

Approach and Program Components for Industries，＇’ 

APO Symposium on Multipackage Assistance for 

Rural Industries (1981年10月19～23(l, 品 n ーデリ

）へ提il:I t.ニベーパー。

(i_L ,l ) Tabe, Multi package Assistance・・ .. 

（注 4）’l'abe，“Basicl州 ues,.,... 
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II 農村工業の経済評価と課題

事例調査の対象としてとり上げたイシドの三 J、
の地域は，前述の市場構造の 2類型，すなわち農村

i：宅建の原料と製品の市i誌が圧倒的に当設農村地帯

に依存するケースとしてのインド南部のカルナー

タカ州， トウンケーノレfl日（タイプ I），そして，こ

れと対照的なケースとして原料市場を都市に，製

品市場を、l!j該農村を含む広域経済に依存する代一炎

例としての，インド最北部に位置するヒマーチャ

ル・フ。ラ戸シチl七ゾラン君日（タ （:'"II）である。

これら 2地域は，中央政府の「農村工業化計画」

(Rural Industries Program，以下町Pと略称、〉のもと

で財政・金融上の各種助成措置を受け，また出先

機関（DistrictIndustries Center，以下 DICと略称、）の

さまざまな経営・技術指噂によ／〉て産業振興が；/t

められる点で共通の特徴を有する。

しかしながら、 J'ili述1W易構造の特性ど農村工業

振興の基礎条件たる立地条件，制度基盤，技術水

準，企業者活動においてきわめぐ対照的な特徴を

もっ地域経済である（注l〕。

l. タイプト地場農村工業

(1) 生産構造

J十｜政府の調査によると、当設地域の良村工業は

全体の98~：i:が零細小企業のカテゴリーに属すると

いわれ，本調査の対象とした9事業所の生産構造

は全体の平均的姿を示すものと考えてよい。

第2去は調査対象のり事業所の規模別生産構遣

を示したものである（注2）。

これら農村工業の特徴をみると，固定資産は平

均 2万：1000，レピー（約割以lUS凡： 1981年filfi十九〉， また

腫用労働者平均7人の事業所規模である。これら

事業所は人口 5万人以下の町村部に立地し，原H
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第2表 トゥンクール郡農村丁企業の生産構造（1980～81年）

州立（山
同定資産額2)!/,t日1'1:ili':額＂I労働 限界資比本 1人当り I1人当り

国（定資）産生産額） 
（；レピー） （ル！：＂ー） t雇用実員）産出率 yレピー （ルピー

:~(fli 1L,ピー灯、 I" I ,1〕股 機 ノl』、 46,000 l:¥(i,000 8 1. 9 5,750 , 10,7引）
12）， ζ ／ 、 ご￥ 12,0ml :n,ooo 8 2.8 1,550 4,125 
(:i）本 l；家 H 16,000 :n,<)(JO i 6 2.1 2,667 5,500 

14：／食支 品 21,000 ,1:),()()() 門J 2.0 :1,()()() 6,14:l 
.•'t !Jt'.! 1111'1 ] ,000 5,!KlO a】) 5.0 2,5()() 

((i：：衣 1111 29,000 2討，（）（）（） 7 1.0 4,14:1 4,000 
I , 7γJ織維製品 :i:l,()()() 80,000 8 2.4 4,125 10，（削）

OJ上、l乙iり） 44,0（河｝ 7 :l. l :l,286 6,286 

ール I I川鹸製 :no,mo 1 (i 1.cl 16,250 20,625 
・- if＞）食品｝JI!T 290,()()() 5九（｝，｛刷｛） 11 1.8 26,:l日4 48, 1討2

(J'J_J：、lιJIJ) 川 4:lO, ()()() 14 1.6 19,64:l JO, 714 

什 μト（日制）｜ 12リ，780 8 4.:1 9,8:l4 16,223 

(/ll)jr) 事-r,l1成。
UU 1) ':W山l湖fl:に上る。 2）’j［業主の中11rによる0 t・だL、：何年の市場価格に上る評価額。：l) イン守ピコー土

{ti¥ ])j（、白川Lび）突命せに上る推定。 4）’たj也観察。

ギ｜および製i仙の供給はカル「ーケカ州内に限定さ

れるな t"きわめど地域性のl白＇it、午産出動に従事「

る。

し、7主，；Jl,院日I］に生産活動の特徴をみる土、 7主J乍

製造が 1人当り｜川定資産日（｝（）ル lデーども.， ;i._もノj、

規械であり， I¥Jz界資本原11'，比率は 5とも，，とも尚

し、。また、 1人，J'Iり同定資産のもっとも向い事業

所はE号機只

る。

このような，零細小企業群とはりI］に、認村消費

甫j授の高級化現象に｛、ドない‘日，－：irl-71質の消費物資を

製造する事業所があるO これを規模でみると，前

述雫剥II小企業の約lOf/;'CI）回定資産，｜司じくゴ倍の

雇用労働者合千fL,，動力機械を比較的多く利用す

る事業所であ寸て，＼ii］じ農村立地，資源利用車！の

農村工業iこ凶すと〉が， 11：産工程 t·~造品！H乙許し

し、特i殺がある。

家！必｝礼子i由金正栄菜食品製造の新しい業極（第2

:RI州、（9））はその・例であって，この上う／J新しい

農村工業が伝統的畏村工業の市場iこ参入したこと

は農村工業化の新しい方向を示唆するものとして

魂味ある現象である。

(2) 労働市場と技能水準

とのトゥンケールfillは総人口 160万人〔1971年人

11-1:ンサス）のう九144万人が農業人口と数えられ，

米作を主とする濯概農業地帯である。

十1・1都パンガロールを中心とする近代工業の発達

に伴な｝〉て，次第に隣接するトゥンケール郡へ

の工場立地が進み，都市型工業の時計組立．セメ

ント‘食用油製造の：t大企業が設立された。しか

しながら，これら大企業の労働構成は熟練度が高

く，汚該地域の圧倒的な未熟練度労働力tこ雇用機

会を提供‘する余地はノかない。

ところで，当該地域人口のうち，伝統的職種iこ

従事する「技能労働！は，錦冶屋3526人，大工2848

人，絹織：i二.110'.2人， その他宇佐業2091入， 代百十 1万

2567人と登録されているはt3）。

これら伝統的技能職人は，ひろく当該地域にお
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ける農村工業の技術の担い手を形成するもので，

多くの場合，独立自営業である。

このように地域経済に継承される伝統的技能の

存在は，農村工業の技術とプロダケト・ミックス

を規定することになる。この点は後述のタイフ。II

のケースと大きく異なるところであ乙。

(3) 企業者活動

農村工業の大部分（9Sl.＇；；：〕が零細家内工業の形態

をとり，その事業主は地元出身者で占められてい

る。その理由は，政府の農村工業振興策が当該地

域経演の多様化を目的として地域住民による殖産

運動を奨励していることに起因する。いま，郡内

にDIC主導のもとに設立された農村工業7業種

の事業主を教育段階日I］にみると， （1）大卒14i~~. （ロ）

専門学校卒5~~f，付高卒29ti:, （.：：.）中卒2th';,'tfiE 

規教育を受けない者M広，の構成となる（注4)。

この教育構成からみた事業主の分布は，農村工

業の担い手が伝統的職人から，しだいに正規教育

を受けた企業者活動に移行しつつあることを示唆

するものと思われる。この地域は，すでに前世紀

末の1879年ごろから小規模の工場制工業が導入さ

れ，郡内の教育水準は州、｜平均より高く産業振興の

動機づけと基礎条件に比較的恵まれている。

2. タイプE：都市型農村工業

(1) 生産構造

調査対象の56事業所の製造品目別内訳は，（i）時

計組立6企業，（ii）機械金属20企業，（iii）電子部

品3企業，（iv）化学製品8企業，（v）家具木工製

品5企業，（vi）食品2企業，（vii）その他消費財12

企業の構成となる。これらのうち， M料と製品の

供給をすべて都市に依存する業種は37におよび全

体の約7害1］を占める。

いま，業種（製造品目）別にこれら56事業所の生

産構造を概観すると第3表のとおりである（注5）。
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まず，事業所規模の特徴をみると，全体の7割

を占める時計組立，機械金属，電子部品，化学製

品の計37事業所は，国定資産額（ 1事業所平均〕に

おいてすべて20万ルピー以上の規模を有し， Jとの

他の業種（家具木工，食品加工，その他消費財〕の約

2倍となる。しかしながら，雇用労働台数で、みる

と1事業所平均13人の小企業の規模にすぎない。

つぎに，生産効率を固定資産の規模別に分析し

たのが第4表である。

規模別の！事業所当り生産構造を比較すると，

間定資産額20万／レピー以下の零細企業での平均雇

用労働者11人に対し，同 20万～100万ノレピーの中

企業では平均20人の労働者を雇用し， 1人当り固

定資産，生産額とも 3倍以上の高い値を示してい

ることカE才〉方通る。

以上の概観によって，ここに代表される農村工

業は組立産業を中心とする都市型消費財の生産活

動であるこ土、国定資産，雇用労働者タームの規

模間格差の大きい業種が集中していることが特徴

と言えよう。

(2) 労働市場

ヒマラヤ山系に位置する！1J岳農村地域の典型的

特徴を持つソラン郡は， メイズの他，高原野菜等

の生産地として知られる。人口 340万の大部分が

襲業および農業関連の雑業に従事してし、る。過剰

襲村人口はきわめて移動t性に乏しく，山岳農村に

固有の経済的後進性は一層躍用問題を深刻なもの

としている。との地域は，近年州都シムラを結ぶ

突通網の発達により産業立地土の利点が注目さ

れ，政府の後進地域開発優遇策を受け，次第に多

くの中小企業が発達してきた。これらは熟練度を

比較的必要とする組立産業が多いため，また資本

装備率の高い中規模以上の企業であるため，過剰

農村労働の雇用吸収効果はきわめて限られたもの
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第3褒 ソラシ郡農村工業の＇-E産構造（19邸年）
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とならざるをえない。

(3) 企業者同湖

当該地域の経済的・社会的後進性は，これら農

村工業の事業主の出身地に反映される。調査対象

56事業所のりん，地 ）乙ヒマーチ γル・プラヂシ

州出身者は12人（その内訳は，時計組立など都市裂消

費財分野7人，残り 5人は家具木工等伝統業種に属す

る），他の44人はすべて隣接州（その内訳は，パンジ

ャーブ州15人，ハリヤナ州10人，チャンディガールチト同

人．デリー9人，その他の外15人の構成〉から移住し

73 



た企業者である。

この事実は，当該地域における投資機会の誘因

が他州からの活発な企業者活動に大きく依存Lて

いることを示すもので，前述タイ 7'Iの事例と対

照的である。

3. SB C分析における諸仮定

以上二つの地域における農村工業群をそれぞれ

一つの農村工業化プログラムとして扱い，そのli可

者の比較を SB C分析の方法によって検討するこ

とが本節以下の課題であるけt6〕。

費用・便益比の計算にあたって以下の若干・の仮

定を被ける。

( 1) 投資の懐妊期間

対象とする農村工業はタイプ I.nとも共通し

て小規模投資であることから費用・便益比率のオ

算にあたって投資の時間的ズレは存在しないと仮

定している。多くの場合この仮定lt安当する 1，の

と忠、;j）れる。

(2）原材料コスト

通常，中央政府主導の農村工業振興プログラム

のもとでは， 当該地域の DICは企業が必要とす

る原材料を優先的に供給し，しかも'11場価格上り

有利な補助率を適用するこLとができる。つまり，

前述 RIP傘下企業は原材料の入手にあたり補助

金を受けていゐごとと同義であ η てごの市場自Iii格

との車離はおおよそ 5主',;j:程度と推定される。

(3) 固定資産額

企業の機械設備費は，取得価格でなく現在購入

した場合の市場価格をもって示した。

多くの事業所は過去：1～4年の新規投資である

が，現在の市場価格が取得原価より高い傾向があ

り費用・使主主分析の目的に照らして許容される手

続きであろう。

なお，実際上の問題として，調査対象とした企
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業の多くは新規投資に関するデータを記録として

所有していないか，ある場合でも公表をmむため

正確な過去の投資額をえることは困難である。

(4) 労働のシャドウ賃金

I苛節の二つの地域経済に共通する労働市j坊は，

過剰労働経済の典型的特徴を持つので賃金のシャ

ドウ・プライス化に関する仮定を設ける必要があ

る。すなわん農村了．業に雇THする未熟練労働の

社会的費用を算出するに当って，ナショナ／レ・パ

ヲメーターを求める l:v、う厳密な方法ではなく，

プロジェクト・パラメーターとしての立場から，

一つの地域経済の構造を考慮し市場賃金の50広の

値をとると仮定した。

つぎに，耀用労働者が 1事業所当り 10人前後の

少品種・少量生産の単位であることから，熟棟度

による労働者の区分がきわめて閏難であるといぅ

ltに注意を要する。／）まり，農村工業のJJJ什，未

熟棟と熟練を区別する明確な；集準をi設定し難いの

で，一率に前述の値を仮定した。

(5) RU》のプロジヱクト・コスト

二つの地域の農村工業は政府の RIP計聞のも

土で運営されるのでラ当然その'k熔機関 meに

仁るさまざ支な経費支出，たとえば経営技術指導

や原材料調達，さらには製品販売などに要するヅ

ログラム経費，また，技能研修など個別ホ主：所に

とって投入費用として考慮すべき支出の扱い方が

問題となる。

ここでは，現地における RIP関連経費のうち

DIC支出経費は政府の一般的な行政経費でなく，

RIP農村丁必業化プログラムのイロジェケト・コス

トとして扱い総コストに 5j与を加算することとす

τ＇ ru) O 

(6）割引率

多くの投資プロジ 1 クトの場合，社会的割引率
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ごつのタ ｛7•における労働構成の違い第 7表クイブ。 l：地場農村T主

タイプII：相l1Wt.1J毘村仁業

I 1) 

(2) I . 86 
't(J 

これ （， 一，／）内 B／（う比の｛直は，推；i十ぴ） J,(fitとな

495 

90 

(ii川i)

またそれぞれの地

ll主における規開別業種別の •11業所協成にJ－＼－寄りが

あるという問題は残るが，地域単位でみた農村工

業ft,l 1l11ij （／）料消去カギ「｜：土いう観点かんケイプII都

iii川県村工業ブ＂，，ジ仁ケ卜のパブす マンスが；n;

いという結果になるの

った収集千タに制約があり，

る資本集約！支もタイ 7"1のそれよりも大きいこと

がゆjらかになった。

とこんで，経済評f11Jiパラバーケーの重要な指僚

であるシャドウ賃金率の依を変えた場含，建用・

1更益比は，前J己効率性基準で，'fril¥lJした上場合ど逆に

タイプ＂ IIのJ畏村工業におけまfこ、どを；立l~f2するの

三つのゲイプの民村工業技術選択の観点より，

を比較するため｜限界資本産Ill比率および関連指際

ケイプ i池場農村工業 7＂ロジヱケトがより高 L、

第 G去はセンシティピテ f分析増加率；を示す。

(sensitivity analysiめの結果である。

本来農村I也））主の過剰j労｛動力を吸収

アヲ

l1ミ村工業；上，

る土， ti'~ 5表のとおりタイプ11KIITlilf,'I農村工業の

資本集約！立が高いことがわかる。

以上の分析結果によると，効率性=I,!；準による ・f

¥1ジ工ケ卜の選定は明らかに費用・便益比の高い

ゲ f・7" H都rliif,IJj民村工業が社会的に選好されるこ

l人当り生産額を！日いt:: Lて l入、l'iり固定資産，



Ⅲ　経済評価の課題－結論にかえて

するという効果をもつのでプロジェクトの純現在

価値は費用・便益比の算定に用いたシャドウ賃金

率に対して高い感応度を示すであろうことは容易

に想像できる。事実，ニつのタイフ。ではデロジェ

クトに雇用される米熟練労働の構成が大きく異な

り，したが J ，て労働賃金の総コストに占める未熟

練労働の割合および可変費に占める労働総コスト

の訓什の差異が費用・便益比の変化率に大きく影

響を及ぼしていると思われる（第7表参照〕。

ケイフ。Ijfu場農村工業では宋熟練労働力の比重

が高〈，したがって他のタイプH都市型農村工業

とく人ベシャドウ賃金率に対する R/C比のセン

シチィピティはきわめて高いの

（住 1) 事者はかつて特定地域経済レベルでの， ’ 

れら四つの鶏礎条件相互の連関効果た維持， l勾とさせ

ろことが 11:IH工業娠帆政策川，，~本であるとして，こむ

をスベイシャノレ・りンケージ・アブローチ（spatial

linka耳eapproach) .＜右義 Lt, O 詳細lI 「は 1‘めにj

の（注 1), C注2〕およびIの（注3）を参照。

(/1:2〕 9事業所内サンプル選定は，カノレゾ タカ

州政府工来世iならひμ同州ト世ンクーノレ昔日 DICの所

有する農村工業統計から，規模については闘定資産額

20万ルピーL（下の・Jr業所を， 主た業稀につしにず［主主m
地域の代表的製造品川をそれぞれ考織した。これらデ

ータは事業 iとの fンタピコー調査により l前述政府 2

機関のデータをチヱ γ グするというガ法で集計したも

ののちな九に，チl・I政府｛）＇録。）小企業 （I:雪村工業主’i徐く）

は 767事業所，その、ド均固定資産額9万ノレピー，平Jてj

j併用労働者数16.7人となる（1978～79年）。

(/J:3) lゥンクール郡 DICの，:l.'dAによる。

OH) 司書者の調査チームによる 7業種 100事業主

内サンプ P川ご対すみインタぜ 1 ー調査。

（注 5) 州、｜政府の協力による質問票調査と実態調査

による。ゾヰン郡のキ要事業所を対象とし， l980{f. l 

年内、F均y タを土，， t.こ。

(tt 6〕 以下タイプ I, IIの B/C比推計は，第2

Jし第3：人，i，＇.載の何日 I］プロジ 1 グト r乃平均そ Yった。
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E 経済評価の課題

一←結論に代えて一一

以上の事例研究は，過去に資本投下が行なわれ，

現在企業として運営されている 7＂ロジェケトを 3

B C分析の適用事例としてとり上げたという意味

で「事後的j経済評価である。費用・｛更益比の推

計は前述「3. SB C分析における諸仮定」によ司

て過去の投資プロジェクトであるにもかかわム

ヂ，その投資コストの推計は現在時点の市場価格

によっている。また，現在価値による費用と便益

の値は，今同様のプロジェクトを開始すると仮定

した場合に発生するであろう催を反映するという

仮定を設けている。

費用・便益分析は基本的にはプロジzクトの

「事前J評価の方法であるが，本事例研究では．

リット／レ＆ティッピング方式曜日によって過去

の投資プロジェケトの事後評価を事前評創刊に読み

かえるという方法をとった。

つぎに， SB C分析の二つの適用事例の結果を

要約し，農村工業プロゾ旦クトの経済評価にあた

って留意すべき点を方法論上の課題として指策し

ておく。

(1) 農村工業は実に多様な地域経済の産物であ

ることから， SB C分析における「目的関数」と

して，プロジェクトの総消費便益以外の社会的効

果を重視ナるといろ立場が認められる必要があ

る。

三こで雪うプログェクトの社会的効果には，一

つのタイプの農村工業化の比較例に見られるよう

に，小規模事業主の育成，企業者活動の振興，未

熟練労働の技能向上，投資機会の創出と貯蓄動員

など地域同有の開発効果を実現する結果，タイ －f



I I也場農村工業の場合、費用・｛更益による経済効

率性は相対的に低レにιかかわらず地i戒レベルで

の農村工業化計耐として高い評価を与えることが

できるかじ亡、ある。

したが－) -c，農村工業（よ＇＇ 1該地域における経済

的便益のみならず，またそれ以上に地域社会の発

展に寄与する度合に応じて適切な経済評価が行な

われる心要がある。これが， SB C分析における

1目的，早1数｜の修正を必要とする一つの間保であ

る。

(2) 農村工業はまた当該地域での未熟練労働の

雇用機会削／Li，熟練度向上などに少なからぬ貢献

をするO 小規模・零細事業所が一般的であるから，

要求される技能水準は単純労働者のそれである。

二つの事例研究のうち，タイプI地場農村工業で

は，未熟練労働を主力とする労働力の構成となっ

ているのでその社会的費用，つまり，米熟練労働

者のシャドウ賃金率は当該地域レベルでの市場賃

金との対応で比較的低レ値をとると仮定すると，

費用・便益比は高い結果がえられる。

SB C分析におけるシャドウ・プライスはこの

事例研究では未熟練労働賃金に限定し，その当該

労働市場の特性を考虚して決定した。

その際，シャドウ賃金率は農村工業の産業特性

農村工業プ回ジェグトの経済前．怖

と苛該地域における市場構造の特性を考慮、しプロ

ジL クトのノミラメーターとして選択しなければな

らないというのが， SB C分析におけるシャドウ

賃金率の扱い方についての第2の留保である。

(3) 以上二つの評価方法論じの留保を踏まえ，

二つの農村工業化計画を経済評価するとき費用・

便益比タームの経済効率性基準ではタイプE都市

引農村工業が社会的に選好されることになる。し

かしながら，総消費便益以外の基準，つまり社会

的効果の視点で評価するとき，タイプ I地場農村

工業が選択される。

したがって，ここに重大な選択の幅がブ。ロジこ

クト評価者の)Jlj（こ横たわるO 通常の決定基準によ

れば純現在価値（net何回entvalue）の高いプロジ

且クトを選択することが，ナショナノレな経済効率

性から社会的に選好されるはずである。しかしな

がら，二つの適用事例のSB C分析は，プロジェ

クト評価の決定基準として地域経済への社会的効

果を重視する必要のあることを示しているものと

忠われるc

( ll: 1 ) Little, I. M. D.他， The Kalai Oil 

Palm Estate，パリ， OECD,1976年。

（アシア経済研究所Jlt!・J。
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